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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 32,301,737   固定負債 8,225,837

    有形固定資産 30,591,613     地方債等 6,418,738

      事業用資産 15,190,356     長期未払金 1,646

        土地 7,920,223     退職手当引当金 961,428

        立木竹 1,401,297     損失補償等引当金 -

        建物 14,878,681     その他 844,025

        建物減価償却累計額 △ 9,578,904   流動負債 1,153,495

        工作物 1,157,687     １年内償還予定地方債等 932,396

        工作物減価償却累計額 △ 601,945     未払金 81,301

        船舶 -     未払費用 8,310

        船舶減価償却累計額 -     前受金 4,228

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 105,513

        航空機 -     預り金 18,837

        航空機減価償却累計額 -     その他 2,909

        その他 - 負債合計 9,379,332

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 13,317   固定資産等形成分 34,495,607

      インフラ資産 14,818,674   余剰分（不足分） △ 8,098,807

        土地 1,175,686   他団体出資等分 37,189

        建物 726,176

        建物減価償却累計額 △ 459,408

        工作物 27,953,920

        工作物減価償却累計額 △ 14,675,572

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 97,873

      物品 2,895,827

      物品減価償却累計額 △ 2,313,243

    無形固定資産 36,735

      ソフトウェア 35,968

      その他 767

    投資その他の資産 1,673,388

      投資及び出資金 61,685

        有価証券 2,136

        出資金 59,550

        その他 -

      長期延滞債権 20,013

      長期貸付金 -

      基金 1,584,806

        減債基金 -

        その他 1,584,806

      その他 8,321

      徴収不能引当金 △ 1,438

  流動資産 3,511,584

    現金預金 945,260

    未収金 320,317

    短期貸付金 -

    基金 2,193,871

      財政調整基金 1,281,137

      減債基金 912,734

    棚卸資産 35,988

    その他 16,753

    徴収不能引当金 △ 605

  繰延資産 - 純資産合計 26,433,989

資産合計 35,813,321 負債及び純資産合計 35,813,321

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

  経常費用 7,504,434

    業務費用 4,761,954

      人件費 1,773,342

        職員給与費 1,276,878

        賞与等引当金繰入額 105,513

        退職手当引当金繰入額 143,295

        その他 247,657

      物件費等 2,825,944

        物件費 1,437,895

        維持補修費 120,456

        減価償却費 1,123,523

        その他 144,070

      その他の業務費用 162,667

        支払利息 47,757

        徴収不能引当金繰入額 490

        その他 114,420

    移転費用 2,742,480

      補助金等 2,514,794

      社会保障給付 210,790

      その他 16,896

  経常収益 1,129,704

    使用料及び手数料 660,456

    その他 469,247

純経常行政コスト 6,374,730

  臨時損失 745,569

    災害復旧事業費 445,004

    資産除売却損 5,586

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 294,978

  臨時利益 8,269

7,112,031

    資産売却益 8,269

    その他 -

純行政コスト
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,221,486 34,788,273 △ 8,597,532 30,745

  純行政コスト（△） △ 7,112,031 △ 7,118,475 6,444

  財源 7,282,983 7,282,983 -

    税収等 4,766,355 4,766,355 -

    国県等補助金 2,516,628 2,516,628 -

  本年度差額 170,952 164,508 6,444

  固定資産等の変動（内部変動） △ 288,529 288,529

    有形固定資産等の増加 488,397 △ 488,397

    有形固定資産等の減少 △ 1,138,611 1,138,611

    貸付金・基金等の増加 727,473 △ 727,473

    貸付金・基金等の減少 △ 365,789 365,789

  資産評価差額 △ 249 △ 249

  無償所管換等 4,142 4,142

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 △ 5,641 △ 8,049 2,408 -

  その他 43,298 19 43,279

  本年度純資産変動額 212,503 △ 292,666 498,725 6,444

本年度末純資産残高 26,433,989 34,495,607 △ 8,098,807 37,189

連結純資産変動計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,354,777

    業務費用支出 3,617,120

      人件費支出 1,749,177

      物件費等支出 1,694,529

      支払利息支出 47,757

      その他の支出 125,657

    移転費用支出 2,737,657

      補助金等支出 2,514,794

      社会保障給付支出 210,790

      その他の支出 12,073

  業務収入 8,329,520

    税収等収入 4,744,513

    国県等補助金収入 2,441,074

    使用料及び手数料収入 683,046

    その他の収入 460,887

  臨時支出 738,983

    災害復旧事業費支出 445,004

    その他の支出 293,978

  臨時収入 -

業務活動収支 1,235,761

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,232,056

    公共施設等整備費支出 492,655

    基金積立金支出 722,169

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 17,225

    その他の支出 8

  投資活動収入 439,283

    国県等補助金収入 75,478

    基金取崩収入 336,497

    貸付金元金回収収入 17,225

    資産売却収入 10,074

    その他の収入 9

投資活動収支 △ 792,773

【財務活動収支】

  財務活動支出 919,844

    地方債等償還支出 917,104

    その他の支出 2,740

  財務活動収入 448,072

    地方債等発行収入 448,072

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 13,948

本年度歳計外現金増減額 △ 100

本年度末歳計外現金残高 13,848

本年度末現金預金残高 945,260

財務活動収支 △ 471,772

本年度資金収支額 △ 28,784

前年度末資金残高 959,312

本年度末資金残高 931,412

比例連結割合変更に伴う差額 884
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連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産・・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

  取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・原則として取得原価 

 なお、一部の連結対象団体（一部事務組合、株式会社）においては、原則、取得原価としています。 

 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
個別法による低価法 

    ただし、一部の連結対象団体においては、それぞれの団体の採用する方法によっています。 

 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物（建物附属設備を含む） 4 年～50 年 

工作物 6 年～60 年 

物品 2 年～17 年 

    ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及 

びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 
① 徴収不能引当金 

    未収金、長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に

基づく繰入限度額によっています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産

の見込み額に基づき計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６） リース取引の処理方法 
① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額

が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７） 資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（西川町公金管理方針において、規定した預

金等をいいます。) 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 
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（８） 消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 
 

３ 偶発債務 

該当する事項はありません。 

 

４ 追加情報 

（１） 連結対象団体（会計） 
団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

山形県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.64％ 

西村山広域行政事務組合 

一般会計 
一部事務組合・広域連合 比例連結 11.46％ 

西村山広域行政事務組合 

寒河江地区クリーンセンター、斎場特別会計 
一部事務組合・広域連合 比例連結 13.67％ 

山形県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.00％ 

山形県自治会館管理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.1405％ 

山形県消防補償等組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.14％ 

西川町総合開発株式会社 第三セクター等 全部連結 - 

株式会社 米月山 第三セクター等 全部連結 - 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象です。 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。 

 

（２） 出納整理期間 
   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 
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（３） 表示単位未満の取扱い 
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 
ア 範囲 

土地（売り出しているもの） 

イ 内訳 

事業用資産 17,610 千円 （13,600 千円）  

土地     17,610 千円  （13,600 千円）  

     令和 4 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

     上記の（13,600 千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 

（５） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
純資産変動計算書の「財源」のうち「国県等補助金」と、資金収支計算書の「国県等補助金収入」

には、新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫支出金・県支出金として、 343,049 千円、災害復

旧関連の国庫支出金・県支出金として 331,876 千円が含まれています。 
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1.連結貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

連結附属明細書

1,110,132 30,591,613合計 57,851,724 496,548 127,586 58,220,686 27,629,073

- 97,873

 物品 2,832,190 108,755 39,834 2,895,827 2,313,243 125,779 582,583

　　建設仮勘定 34,505 69,015 5,646 97,873 -

557,285 13,278,348

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 27,812,699 149,176 7,955 27,953,920 14,675,572

- 1,175,686

　　建物 725,542 634 - 726,176 459,408 17,219 266,767

　　土地 1,166,929 8,757 0 1,175,686 -

- 13,317

 インフラ資産 29,739,674 227,582 13,601 29,953,655 15,134,980 574,503 14,818,674

　　建設仮勘定 1,298 13,317 1,298 13,317 -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

368,217 5,299,777

　　工作物 1,137,859 35,013 15,184 1,157,687 601,945 41,633 555,743

　　建物 14,898,117 29,920 49,356 14,878,681 9,578,904

- 7,920,223

　　立木竹 1,391,237 10,059 - 1,401,297 - - 1,401,297

　  土地 7,851,348 71,902 3,028 7,920,223 -

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 25,279,860 160,211 68,867 25,371,204 10,180,849 409,850 15,190,356

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
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②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

消防 総務 合計

 事業用資産 557,346 3,280,757 251,125 330,982 728,768 99,406

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

9,941,971 15,190,356

　　土地 64,462 444,400 60,800 45,877 150,732 8,184 7,145,768 7,920,223

　　立木竹 - - - 10,326 - - 1,390,971 1,401,297

41,995 1,373,067 5,299,777

　　工作物 98,548 114,885 6,417 84,876 182,940 49,001

　　建物 394,336 2,721,472 183,908 189,903 395,096

19,076 555,743

　　船舶 - - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - - -

- - -

　　その他 - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　建設仮勘定 - - - - - 227 13,090 13,317

 インフラ資産 12,746,231 - - 1,976,511 704 78,201 - 14,818,674

6 - 1,175,686

　　建物 233,951 - - 32,129 - 687

　　土地 1,128,553 - - 46,423 704

- 266,767

　　工作物 11,342,244 17,027 - 1,841,568 - 77,509 - 13,278,348

　　その他 - - - - - - - -

- - 97,873

 物品 158,376 82,846 1,083 207,844 47,948 60,944

　　建設仮勘定 41,482 - - 56,391 -

30,591,613

23,542 582,583

合計 13,461,953 3,380,630 252,208 2,515,337 777,420 238,551 9,965,513
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